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新たな漁業権を免許する際の手順及びスケジュールについて 

 漁業法等の一部を改正する等の法律（平成30年法律第95号）が令和２年 12 月１日

に施行され、漁業法（昭和24年法律第267号。以下「法」という。）が改正された。 

改正後の法では、漁場を適切かつ有効に活用している既存の漁業権者の漁場利用を

確保しながら、円滑な規模拡大や新規参入による生産性の向上や漁場の有効活用が図

られるよう規定が整備された。 

今般、これらの趣旨及び規模拡大や新規参入に関するニーズを踏まえ、５年に一度

の海区漁場計画作成の時期によらずとも、新たな漁業権（定置漁業権、区画漁業権）

を免許する手続が円滑に行われるよう、その想定される手順及びスケジュールを別添

のとおりとりまとめたので通知する。 

新たな漁業権の設定を希望する者は、漁業協同組合の組合員を含め、都道府県に対

して直接、漁業権に関する相談を行う場合があるが、これらの新たな漁業権に関する

相談に対し、海面利用制度等に関するガイドライン（令和２年６月 30 日付け２水管

第 499号水産庁長官通知）に基づき、客観性・公平性・透明性に留意しつつ、関係す

る漁業者、漁業協同組合、関係機関等との議論を促進するなどし、漁業調整その他公

益に支障を及ぼさないようにしながら、誠実、かつ責任をもって対応されるよう配慮

願いたい。 



　  　



　 














	通知文（施行）宛名変えていない
	別添（施行）

